
 
 

 

 

 
令和８年度 事業計画書 

 
自 令和 8 年 4 月 1 日 
至 令和 9 年 3 月 31 日 

 

Ⅰ．基本方針 

 

令和８年度の日本経済は、中東情勢の緊迫化が国内需給の大きな下押し要因となること

が懸念されている。エネルギー価格の高騰による物価上昇が賃金の伸びを相殺し消費を冷

え込ませるとともに、原油依存度の高い産業を中心に企業の収益が圧迫され、設備投資が

鈍化する恐れがある。いずれにせよ、ホルムズ海峡の封鎖による物流・供給網の停滞が続

けば、原油の約９割を中東に頼る日本の経済活動に深刻な打撃を与えることとなる。 

 

建設産業においては、建設投資額は前年度から約５％超増の約 81 兆円に達すると推定さ

れているが、これはひとえに資材価格や労務費の高止まりによる名目上の投資額の増加で

あり、人手不足とコスト高の定着により、実質的な工事量は伸び悩むコストプッシュ型の

成長が続くと予測されている。 

 

コンクリート圧送工事の市場においても、令和８年度の生コン出荷量は、前年度想定比

７.１％減の 5,900 万ｍ3と、統計開始以来の過去最低を更新する見通しであり、国内のセ

メント需要予測も 3,000 万ｔと、1963 年度以来 63 年ぶりの低水準に落ち込むと言われて

いる。建設投資額が増加する一方で、生コンの出荷量は過去最低を更新し続けるという「名

実の乖離」がより鮮明になると予測されており、さらに中東情勢によっては供給危機への

懸念も指摘されている。 

 

このような不安要素に囲まれる中ではあるが、全圧連は、他の専門工事業界とも連携し

て、改正建設業法を含む改正担い手三法にも定められた、技能者の処遇改善と働き方改革

の推進に加えて、担い手の確保に向けた業界環境の改善に努めていく所存である。会員企

業が労務費や安全衛生経費等を適正に確保し、賃金や労働環境を向上させ、計画的な設備

更新を行って事業を持続することができる、適正な圧送料金の収受の確立に向けた活動を

展開していく。 

また、単協組織と連携を取り、労働災害防止・安全施工・環境配慮の持続のための教育

活動を継続して推進していくとともに、若手入職者の確保に資する広報戦略を引き続き拡

充していくほか、本年度末の３月には、コンクリート圧送技術・技能の社会的な必要性を

対外的にアピールする第３回全国圧送技術大会を開催する。 

本年度も、国民の安心・安全な生活の享受に貢献するコンクリート圧送業の重要性を、

広く社会から得られるよう尽力して行きたい。 
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Ⅱ．重点施策 

 

１．組織の拡大と強化 

２．適正な圧送工事原価の確保 

３．安全施工の推進と労働災害の防止 

４．生産性の向上および環境保全への貢献 

５．技能者の確保・育成と処遇の改善 

６．有資格者の育成と評価・活用の推進 

７. 会員企業の評価・起用の推進 

 

Ⅲ．実施事業 

 

 

１．諸会合の開催 

 (1) 通常総会 … 5 月 29 日（東京） 

 (2) 理事会・代表者会議 … 3 回（4 月 21 日(東京)、10 月(地方)・1 月(東京)） 

 (3) 常務会 … 4 回（うち、建機工との連絡会議の併設開催を 1 回） 

 (4) 監事会 … 2 回（4 月 9 日(リモート)、10 月） 

 (5) 事務局長会議 … 1 回（秋・東京予定） 

(6) 若手幹部研修会 … 1 回（秋・地方予定） 

 

２. 全圧連組織の拡大・強化 

圧送料金の確保と会員企業による優先施工を確立するためには、組織の拡大と組織力の強化が

不可欠である。 

全圧連は引き続き、未加入・未組織地域の加入・組織化に向けた活動に取り組むとともに、単

協活動の充実・活性化に向けた活動を以下のとおり実施する。 

 

(1) 未加入地域への加入勧誘活動の推進 

(2) 各単協における員外業者への加入活動の支援 

(3) 単協における共同事業活動・イベント開催への協力 

(4) 需要繁忙地域・災害地域への組織的な支援協力 

 

３. 適正な圧送工事原価の確保 

不足する若手技能者の確保と育成、コンクリートポンプ車の設備更新に加え、高騰する資材・

燃料費の転嫁、時間外労働の上限規制や週休 2 日制推進などの働き方改革への対応、福利厚生の

充実を図るためにも、常に適正な圧送工事原価を確保していくことが必要である。 

全圧連は引き続き、元請や対外関係先への取引適正化の実現に向けた活動を推進するととも

に、適確な原価積算と工事代金への適正な転嫁を確立するための活動を推進する。 

 

(1) 適正な労務費ならびに安全衛生経費、一般管理費を確保するための圧送料金体系の研究 

(2) 労務費ならびに安全衛生経費等を内訳明示した標準見積書の活用・普及促進 

(3) 経営実態調査の実施、および調査データに基づく対外的な取引適正化活動の推進 

(4) 建築工事市場単価、建設機械等損料の適正化へ向けた調査協力 

(5) 労務費等の適切な転嫁のための価格交渉に関する自主行動計画に基づく活動 

(6) 独占禁止法等、法令を遵守した取引適正化活動の周知 

(7) 専門工事業界と連携した行政、元請業界に対する要望活動 
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４. 安全施工の推進と労働災害の防止

全圧連は創設以来、圧送業界における労働災害の防止に向けた安全および技術・技能教育を推

進しているが、圧送作業における重大事故は依然として発生しており、同種の事故の繰り返しが

後を絶たないことを憂慮している。 

重大事故の発生は、人命を失うだけでなく、企業の存続を危うくし、業界の信頼を損なうこと

になりかねない。 

全圧連は引き続き、安全施工のより一層の推進を図り、労働災害を防止するため、効果ある教

育カリキュラムを研究・制作し教育事業を推進するとともに、関連業界とも連携した労働安全衛

生活動を展開して行く。 

(1) 全国統一安全・技術講習会、コンクリートポンプ車特別教育およびコンクリートポンプ作

業従事者危険再認識教育の全国の単協との共催

(2) コンクリートポンプ車特別教育の実技カリキュラムの普及促進

(3) 業務に必要となる各種特別教育の講義資料の刷新と全国の単協との共催

(4) 新規入職者のための雇入れ教育カリキュラムの活用促進

(5) リスクアセスメントが必要な化学物質の管理に関する教育の推進

(6) 熱中症予防管理者研修・労働者向け教育の開催推進

(7) 外国人技能者向け安全・技能教育教材の作成と活用

(8) 事故情報の収集・分析、会員への配信および元請や関係団体への安全対策周知と提案・要望

活動の推進

(9) 損害賠償・労働災害保険の集団取扱制度の活用推進

(10) メーカー・関係団体との事故防止に向けた連携活動

５．生産性の向上および環境保全への貢献 

（1）生産性の向上に向けた事業

わが国のコンクリート圧送工事業は依然として日本特有のスタイルを有しており、建設技能

者が減少していく将来を見据えて工法の改革が必要であると考えている。 

全圧連は引き続き、元請や対外関係先とも連携を図り、生産性向上に資する圧送工法の普及

に向けた方策を研究していく。 

1) 圧送作業における労力低減化と省力化、生産性向上に向けた施策の研究・推進と、行政・

元請および関係団体への提案・要望活動の推進

2) 熱中症対策・腰痛対策など、圧送作業における作業環境改善のための活動

（2）環境保全への貢献に向けた事業

建設業における環境負荷低減施策が重視される中、コンクリート工事においてはカーボン・

ニュートラルの達成に向けた企業・業界としての積極的な取り組みが求められている。

全圧連は引き続き、各方面と連携・協力を図り、コンクリート圧送工事業における環境保全

に資する新技術の提案・採用・普及に向けた方策を研究していく。 

1) SDGs、環境保全に資する施策の研究と推進

６.技能者の確保・育成と処遇の改善に向けた事業

技能者の確保・定着のためには、魅力ある業種であることが重要な要件である。全圧連は、

業界のブランド力向上のための施策を企画・検討し展開するとともに、長時間労働の是正、賃

金の向上など、圧送技能者の労働環境や処遇の改善に向けた事業を推進する。

1) 全圧連および圧送業界のイメージアップに向けたブランディング・広報活動の推進

2) 入職者確保のための業種紹介ビデオの活用とリクルート用コンテンツの制作
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3) 関連業界と連携した海外におけるコンクリート圧送工事業の職業紹介の展開 

4) 技能レベルと経験に応じた適正賃金の確保等、処遇向上に向けた施策の研究 

5) 建設キャリアアップシステム、および同システムの技能レベル別カードの登録者数向上 

の推進 

6) 経営と両立する 4 週 8 休制の実現に向けた活動 

7) 時間外労働の上限規制の順守に向けた行政・元請および関係団体への活動の展開 

8) 労務管理問題に関する社会保険労務士との連携 

9) 全圧連福祉共済制度の加入促進、その他の福利厚生事業の導入研究 

10) 退職金制度の導入推進 

11) 優秀従業員等表彰の実施、および国土交通省等による表彰者の推薦 

12) 上記事業を推進するための各種助成金制度の活用 

 

７．有資格者の育成と評価・活用の推進 

コンクリート圧送工事業における有資格者の優先起用は、組織と会員の努力により確立しつつ

あるものの、全国の建設現場にまで浸透したとは言い難い状況にある。 

全圧連は引き続き、コンクリート圧送工事の品質確保と安全施工を重視し、各資格の取得支援

と育成、技能向上に尽力するとともに、建設キャリアアップシステムにおける技能者の技能レベ

ル評価制度・企業の施工能力の評価制度の実施団体として積極的に事業に取り組み、有資格者の

配置と活用 PR に継続して努めていく。 

 

(1) 全圧連 全国統一安全・技術講習会修了者、およびコンクリートポンプ作業従事者危険再認

識教育修了者の優先起用 PR 

(2) 登録コンクリート圧送基幹技能者の育成と知識・能力の向上、評価・活用の推進 

 (3) コンクリート圧送施工技能検定に係る中央技能検定委員への業界委員選出、およびコンク

リート圧送施工技能士の資格取得支援と優先起用 PR 

 (4) 特定技能外国人に向けた技能検定受検対策、特定技能評価試験対策に関する事業の推進 

 (5) 「最新コンクリートポンプ圧送マニュアル」の改訂版発刊と各種教育への活用 

 (6) 特定自主検査事業内検査者の資格取得と能力向上教育の受講奨励 

(7) 建設キャリアアップシステムの普及推進、および技能者の技能レベル評価事業の推進 

 

８．会員企業の評価・起用の推進 

全圧連に会員として加入することの価値は、各種講習や資格取得、情報収集はもちろんのこと、

各種工事に優先的に起用されることが期待されなければならない。全圧連は引き続き、安全施工

と技能者育成に取り組む会員企業の優位性を、各種の施策で広報する活動に取り組んで行く。 

 

 (1) 全圧連会員の優先起用に向けた元請・工事仕様書等への各種 PR 活動の推進 

 (2) 全圧連ホームページなどインターネットを活用した会員および元請・対外関係先への情報  

発信 

 (3) 「コンクリート圧送工事業の施工能力の見える化評価事業」などを活用した会員企業の優

先起用 

 (4) 関係業界紙等への事業活動のプレスリリースの推進 

 

９．関係官公庁・学会・団体との連携協力 

上記の重点施策を推進するため、行政・学術団体・関連団体との情報交換・連携協力を図る。 

 

Ⅳ．委員会事業 

 

以上の施策を推進するため、各種委員会による下記の事業を実施する。 
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１．経営委員会 

(1) 経営革新および経営の戦略化のための事業 

  1) 全圧連および圧送業界のブランディング事業の推進 

  2) 単協における共同事業活動・地域貢献・防災活動の推進支援 

  3) コンクリート圧送業経営実態調査の実施、および調査報告書の作成と活用 

  4) 市場動向、各種助成・支援策等に関する情報提供および活用研究 

  5) 若手幹部を対象とした経営研修内容の企画 

  6) 広報戦略ワーキンググループへの協力・支援 

 

(2) 取引価格の適正化に向けた事業 

    1) 適正な労務費ならびに安全衛生経費、一般管理費を確保するための圧送料金体系の 

研究と適正な受注単価の確保に向けた活動 

  2) 労務費ならびに安全衛生経費等を明示する標準見積書の普及・活用の推進 

  3) 手形取引の廃止・現金化の推進に向けた運動の展開 

  4) 圧送価格体系に関する検討ワーキングの設置 

  5) 建築工事市場単価、建設機械等損料の改善に向けた活動と調査協力の推進 

  6) 会員および有資格者による受注契約の推進に向けた活動 

  7) 独占禁止法等、法令を遵守した取引適正化活動の周知 

 

(3) 生産性向上、作業環境および労働条件の改善、福利厚生の向上に関する事業 

  1) 時間外労働の上限規制の順守に向けた活動の展開 

  2) 週休 2 日制（4 週 8 休制）の普及に伴う対応策の研究 

  3) 特定技能外国人の受入、および外国人技能実習生制度の適正運用のための調査、 

   周知・啓発活動 

  4) コンクリート圧送工事業の施工能力の見える化評価の実施と推進 

  5) 新規入職者の確保・育成・定着に向けた施策の研究と推進 

  6) 技能者の適正賃金確保と処遇改善・健康促進に向けた施策の研究と推進 

    7) 生産性向上・作業環境改善に向けた施策の研究と推進 

  8) 全圧連福祉共済制度の加入促進および福祉向上に資する保険制度の導入研究 

9) 損害賠償・労働災害保険の集団取扱制度の活用推進 

  10) 全圧連カレンダーによる事故防止策の PR 

 

(4) 全圧連組織の拡大・活性化 

    1) 未加入・未組織地域の加入に向けた活動 

    2) 単協との連携の強化 

    3) 需要繁忙地域、災害地域への組織的な支援協力 

  4) 全圧連会員行動規範を尊重した活動の推進 

 

 (5) 事業推進のための会議の開催 

    1) 経営委員会（2 回）… 7 月（地方開催）・2～3 月（東京） 

  2) 幹事会 … 都度（4 回程度） 

   

２．技術委員会 

(1) 安全施工・労働災害防止および技術・技能向上のための事業 

    1) 全国統一安全・技術講習会、コンクリートポンプ特別教育および危険再認識教育の 

単協との共催推進 

    2) コンクリートポンプ車特別教育の実技カリキュラムの普及促進 

    3) 関連する特別教育（足場の組立て等・フルハーネス）の単協との共催推進 

    4) 新規入職者のための雇入れ教育カリキュラムの活用促進 
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5) リスクアセスメントが必要な化学物質の管理に関する教育の推進

6) 熱中症予防管理者研修・労働者向け教育の開催推進

7) 「最新コンクリートポンプ圧送マニュアル」の改訂版発刊と各種教育への活用

8) 特定技能外国人に向けた技能検定受検対策、特定技能評価試験対策に関する事業の推進

9) 事故事例の情報収集および分析、会員への周知活動

10) コンクリート圧送施工技能検定過去問題集の発刊と受検対策への活用推進

11) 登録コンクリート圧送基幹技能者の育成と能力向上策の推進

12) 特定自主検査者資格の取得支援と能力向上の推進

(2) 圧送施工に関する調査研究・研修・広報事業

1) 安全・技術講習会修了者および有資格者の優先起用の PR 活動

2) 建設キャリアアップシステム、および同システムの技能レベル別カードの登録者数

向上の推進

3) 技術委員への講習会講師研修等、技術研修の開催

4) コンクリート圧送に関連する技術論文の収集と活用

5) 環境負荷低減に資する残コン改良剤の斡旋事業推進と産業廃棄物の適正処理に関する

広報活動

6) 第 3 回全国圧送技術大会の開催

7) 各種先行材に関する情報収集・研究

8) 若手幹部を対象とした技術研修内容の企画

9) 広報戦略ワーキンググループへの協力・支援

(3) 関係諸機関との連携・協力

1) 土木学会、日本建築学会、日本コンクリート工学会等、学術団体の委員会への

参画および情報収集・周知協力

2) 中央職業能力開発協会による技能検定制度の普及推進への協力、および

中央技能検定委員会への業界委員の選出

3) コンクリートポンプの安全対策等に関する日本建設機械工業会、日本建設機械

施工協会、建設荷役車両安全技術協会との連携・情報交換

4) 特定技能評価試験受験対策に関する建設技能人材機構（JAC）加盟団体との

教材作成に係る協力

5) 単協および関連業界の開催イベントへの参画・協力

(4) 事業推進のための会議の開催

1) 技術委員会（2 回）… 7 月（東京）・11 月（地方開催）

2) 幹事会 … 都度（4 回程度）

3) 教材作成ワーキンググループ … 都度（2 回程度）

３．登録コンクリート圧送基幹技能者認定委員会 

(1) 登録講習・試験の運営・実施と合否判定

1) 登録講習テキスト 2026 の編纂と発刊

2) 登録講習・試験の実施 … 8 月 22 日～25 日（船橋）

追試試験は 8 月 25 日に地方会場でも実施

(2) 更新講習の運営と実施

1) 講義ビデオの改定

2) 更新講習の実施 … 8 月 29 日～10 月 4 日（e-ラーニングによる）
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(3) 事業推進のための会議の開催 

  1) 認定委員会 … 5 回（東京） 

  2) 幹事会 … 1 回（東京） 

 

４．広報戦略ワーキンググループ 

  コンクリート圧送工事業界のブランド力向上のための事業、若手入職者の確保に向けた各種

コンテンツ制作などのプロジェクトを行う。 

  開催都度。 
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